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（公社）全国防災協会では、迅速かつ的確な公共土木施設の災害復旧に備え、経験豊富な災害復旧技術専門家

を登録・認定し、地方公共団体の要請に応じて技術的な支援・助言を行う体制を整えています。ぜひ、ご活用くださ

い。 

  
災害現場においては、時と場合によって迅速かつ的確な対

応が求められます。しかし、いざ災害となると、技術者のマ

ンパワーや実務経験を積んだ技術者が不足しており、その

対応が大きな負担となっている現状が見受けられます。 
 このような事態を支援するため、（公社）全国防災協会で

は、平成15年から災害復旧技術専門家を災害現地に派遣

し、地方公共団体が行う災害復旧事業の支援・助言につい

て、ボランティアとして活動する「災害復旧技術専門家派遣

制度」を創設しました。また、平成26年から国土交通省水管

理・国土保全局防災課長より「災害復旧・改良復旧事業の

技術的助言などの支援（試行）について」通達が出され、制

度を充実してきています。 
 これまでも多くの地方公共団体等の要請に応じ、多くの災

害復旧技術専門家を派遣し、迅速かつ的確な災害復旧事

業の促進に寄与しています。 

  
災害復旧技術専門家とは、国や都道府県の災害復旧業務

に長年携わり、制度を熟知し災害復旧事業に関する高度な

技術的知見を有する経験豊富な技術者（防災担当の本庁課

長級及び事務所長経験者で構成）です。災害発生時には地

方公共団体等の要請に応じ、速やかに現地に赴きボラン

ティアとして迅速かつ的確な技術的な支援・助言ができる

（公社）全国防災協会が認定・登録した技術者で、北海道か

ら沖縄県まで全国各地に２５５名（H28.3.31現在）います。 
なお、技術専門家は、災害復旧技術の維持・向上のため講

習会等に参加するなど研鑚を積んでいます。 
  

  
災害復旧技術専門家が行う支援・助言はボランティア活動

として行いますので無報酬としますが、派遣に要する交通費、

宿泊費等の実費は、派遣要請を行った地方自治体等の負

担になります。ただし、平成26年の防災課長通達に基づく派

遣については、当協会が負担する事にしています。 
  

 
災害復旧技術専門家の支援・助言が必要となった場合には、

地方公共団体等の災害担当所属長から（公社）全国防災協

会あて派遣要請を行なっていただきますが、緊急を要する場

合は電話連絡等によっても要請することができます。詳細は、

当協会のホームページをご覧ください。ただし、平成26年の

防災課長通達に基づく派遣については、当該都道府県災害

担当部所を経由し防災課に要請、防災課が認めた場合に限

ります。 

災害復旧・改良復旧事業の技術的助言などの自治体支援 

○災害発生時に被災自治体が災害復旧や改良復旧の計画立案するためのマンパワーや技術力不足を補 
   うため、平成26年度より災害復旧技術専門家派遣制度を試行的に運用。 
○本制度は、TEC-FORCEが出動した大規模災害で、被災自治体から本省防災課に要請があり、防災課が 
     必要と判断する場合、全国防災協会より無償で専門家を派遣する制度。 
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迅速かつ的確な災害復旧のためのサポートシステム 

災害復旧技術専門家派遣制度 



災害復旧技術専門家が行う、主な支援・助言 

                                                                                                    ･申請等に必要となる調査に関する事項 
                                          ・被災原因の把握のための調査に関する事項 
                                                        ・対策工法検討のための調査に関する事項  など 
 
                                                                                             
 

                                 ・復旧工法に関する事項 
                                 ・改良復旧に関する事項 
                                 ・応急復旧に関する事項  など 
 
 
 

                                         ・災害復旧制度に関する事項 
                                         ・災害復旧申請に関する事項 
                                         ・災害復旧に携わる職員等育成のための研修講師 
                                         ・その他、災害復旧事業に関する事項  など 
 

①災害調査に関する支援 

②復旧工法に関する技術的 

 支援 

③その他、地方公共団体等の 

 災害復旧に関する支援・助言 

〔対策工法検討のための調査への指導状況〕  平成27年9月関東・東北豪雨（栃木県鹿沼市） 

〔復旧工法に関する技術的な指導状況〕  平成27年9月関東・東北豪雨（福島県二本松市、同南会津町、宮城県大崎市、同加美町） 

〔災害復旧事業講習会での講師〕 H27中部地域づくり協会 

お気軽にお問合せください 
 
公益社団法人全国防災協会 
〒103-0001東京都中央区日本橋小伝馬町2-8 
                 新小伝馬町ビル６F 
TEL ０３（６６６１）９７３０ FAX ０３（６６６１）９７３３ 
E-mail    zenkokubousai@pop02.odn.ne.jp 

講習会（模擬査定状況）  
H27神奈川県 
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